
ＡＮＡグループとの包括協定に伴う招へい・受入等の事業及び新型
コロナウイルスの第３波が到来している中、感染拡大防止等対策経費
を追加

【計上項目】

☞ 安全で安心な観光とふるさと創生事業の実施 1,407万円

☞ 事業所等感染症対策緊急支援補助金の創設 5,000万円

☞ 新型コロナウイルス対策内需拡大促進事業補助金を追加 9,000万円

令和２年 京丹後市議会12月定例会提出 追加補正予算(案)

報 道 資 料 令和２年１２月７日
京 丹 後 市 役 所

第９号 補正額 １億５,４００万円
（補正後予算額：413億2,026万円）

一般会計の補正予算を編成し、12月10日議案提出

※各項目における予算額は、表示単位に四捨五入しています

総務部／財政課 69-0160 1

◆令和２年度一般会計補正予算◆

補正財源：前年度繰越金で財源確保

問



安全で安心な観光とふるさと創生事業【1,407万円】

～ ＡＮＡグループと「安全で安心な観光とふるさと創生に係る包括的な連携・協力に関する地方創生協定」を締結 ～
マイクロツーリズムの次の一手。感染リスクの低い「航空機＋レンタカー」で全国から誘客

ＡＮＡグループ各社のもつノウハウ及びソリューションを活用し、世界水準の“おもてなし力”の構築

と京丹後ブランドの磨き上げを行い、after･Goto対策として全国各地から誘客を拡大するとともに、いず

れ訪れるアフターコロナ時代に備え、外国人観光客からも選ばれる「安全で安心な観光地」づくりを推進。

商工観光部／観光振興課 69-0450
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①「安全で安心な観光とふるさと創生推進に係る包括的な連携・協力に関する地方
創生協定」を締結し、㈱ANA総研社員を招聘し公社へ派遣 167万円（2～3月分）

②「航空機＋レンタカーで周遊する京丹後の旅キャンペーン」1,240万円（5～6月予定）

市×公社×㈱ＡＮＡ総研
連携・協力包括協定締結

【参考】
2020年12月減便前
事業計画便数
伊丹（87便/日）
関空（15便/日）
神戸（3便/日）
鳥取（5便/日）
からの推定観光客
186万人

▸旅行代金5000円/人お得
▸ﾚﾝﾀｶｰ返却時の給油不要
▸約1,000人分、市内宿泊限定
▸東急線TOQﾋﾞｼﾞｮﾝ、
ANAﾒﾙﾏｶﾞ等で発信

▸ 広告物作成・展開

全日空商事㈱

▸ 総合統括・人材育成

㈱ANA総合研究所

▸ ＤＰツアー造成・販売

ANAセールス㈱

▸ 企画・調整

全日本空輸㈱

TOQ（トーキュー）ビジョンは、東急電鉄
の車内動画PRサービスのこと

DP（ダイナミックパッケージ）は、旅のス
タイルに合わせて航空券や宿泊を自由に組み
合わせてつくるオリジナルプランのこと



市内事業所の従業員等の緊急感染予防を支援 【5,000万円】

■事業所等感染症対策緊急支援補助金の創設 【5,000万円】

～市内事業所の従業員等の安全・安心を確保～

国内で新型コロナウイルス感染症が拡大中であり、市内においても複数の感染者が確認される中、

事業所内での感染者発生による事業中断を防ぐために、事業所が取り組む感染対策を支援

○対象事業者 市内法人事業所及び個人事業所（公務を除くすべての事業所）

○補助対象経費 衛生備品及び消耗品（非接触型体温計、マスク、フェイスガード、手指消毒液など）

飛沫感染予防用アクリル板・ビニールカーテン、密を避けるための誘導表示等に係る経費

清掃用具及び洗剤、PCR検査費など

○事業期間 令和2年12月21日（月）から令和3年2月26日（金）まで

※補助金申請受付は令和3年1月4日（月）から

○補 助 額 補助対象経費の2分の1以内の額

○補助金額上限 事業所従業員数に5千円を乗じた額

ただし、100人を超える事業所は50万円
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商工観光部／商工振興課 69-0440
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中小企業者等への緊急経済支援策 【9,000万円】
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商工観光部／商工振興課 69-0440
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■「新型コロナウイルス対策内需拡大促進事業補助金」を更に追加

市内の中小企業、個人事業主等に対し、市内外での需要拡大又は市内事業者で製造（生産）から販売までの新たな供
給体制を構築する事業を支援するための予算額が不足する見込みのため増額

内需拡大促進事業
補助金

参考（内訳）

商工観光業分野 農林水産業分野

既決予算 4億8,700万円

3号補正 5,000万円 500万円

6号補正 8,000万円 2,200万円

7号補正 3億円 3,000万円

小計 4億3,000万円 5,700万円

補正額 9,000万円 9,000万円 －

補正後予算額 5億7,700万円 5億2,000万円 5,700万円

申請・相談状況
【11月末現在】

商工観光業分野 877件
農林水産業分 61件

○交付対象
・市内の中小企業者等（小規模事業者、中小企業者、中小企業を構成員とする団体）及び個人事業主
・市内の農林水産業者（農林水産業者等が組織する団体を含む）
・2事業者以上の連携した組織、共同事業体

○補助率

対象事業費 補助率 補助上限額

30万円以下の部分 10／10

100万円30万円を超え、75万円以下の部分 2／3

75万円超えの部分 1／2

補助金申請受付期間

令和2年12月末まで


